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招集ご通知

証券コード　6199

2024年11月７日

株　主　各　位
東京都新宿区西新宿七丁目５番25号

株 式 会 社 セ ラ ク
代 表 取 締 役 宮 崎 龍 己

第37期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第37期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上
げます。

　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措

置事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイト

に掲載しておりますので、以下のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいま

すようお願い申し上げます。

当社ウェブサイト  https://www.seraku.co.jp/

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「IR」「IRライブラリ」

「株主総会関連資料」を順に選択いただき、ご確認ください。）

　また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）の

ウェブサイトにも掲載しておりますので、以下よりご確認ください。

東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）

https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「セラク」

又は「コード」に当社証券コード「６１９９」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧

書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資

料」欄よりご確認ください。）

　なお、当日のご出席に代えて、書面（郵送）又はインターネットにより議決権を行
使することができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご確認いただき、３頁
の「議決権行使についてのご案内」に従って、2024年11月21日（木曜日）午後６時ま
でに議決権を行使くださいますようお願い申し上げます。

敬　具
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招集ご通知

1. 日 時 2024年11月22日（金曜日）
午前10時（受付開始：午前９時30分）

2. 場 所 東京都新宿区西新宿八丁目17番１号
住友不動産新宿グランドタワー５階
ベルサール新宿グランド　コンファレンスセンター

3. 目的事項
報告事項 １. 第37期（2023年９月１日から2024年８月31日まで）事業報告

及び連結計算書類の内容ならびに会計監査人及び監査役会の
連結計算書類監査結果報告の件

２. 第37期（2023年９月１日から2024年８月31日まで）計算書類
の内容報告の件

決議事項
議  案 剰余金の処分の件

取締役５名選任の件
監査役３名選任の件

4.招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）

  ⑴書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対

する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたし

ます。

  ⑵インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われた議決

権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。

  ⑶インターネットと書面（郵送）により重複して議決権を行使された場合は、到着

日時を問わず、インターネットによる議決権行使を有効なものとしてお取り扱い

いたします。

記

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い
申し上げます。また、議事資料として、本招集ご通知をご持参くださいますようお願い申し上げ
ます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の当社ウェブサイト及び東証ウ
ェブサイトにおいて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。

◎本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を記載した
書面をお送りいたします。

◎当日ご出席の株主様へのお土産のご用意はございません。何卒、ご理解賜りますようお願い申し
上げます。
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議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいま
すようお願い申し上げます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に

ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を

行使される場合

インターネットで議決権

を行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付に

ご提出ください。

議決権行使書用紙に議案に対する

賛否をご表示のうえ、切手を貼ら

ずにご投函ください。

次頁の案内に従って、議案の賛

否をご入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

2024年11月22日（金曜日）

午前10時（受付開始:午前9時30分）

2024年11月21日（木曜日）

午後６時到着分まで

2024年11月21日（木曜日）

午後６時入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内

こちらに議案の賛否をご記入ください。

議案

● 賛成の場合 「賛」の欄に〇印

● 反対する場合 「否」の欄に〇印

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本

書面（郵送）及びインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有
効な議決権行使としてお取り扱いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合
は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
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議決権行使についてのご案内

行使

期限

2024年11月21日（木曜日）

午後６時入力完了分まで

インターネットによる議決権行使のご案内

　

QRコードを読み取る方法

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワードを入力すること

なく、議決権行使ウェブサイトにログインすることができます。

以降は画面の案内に従って 

賛否をご入力ください。
２

議決権行使書用紙に記載のQR

コードを読み取ってください。
１

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード
見 本

見 本

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブ
の登録商標です。

※議決権行使書用紙はイメージです。

書面（郵送）及びインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有

効な議決権行使としてお取り扱いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合

は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
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議決権行使についてのご案内

ログインID・仮パスワードを
入力する方法

議決権行使

ウェブサイト
https://evote.tr.mufg.jp/

　

以降は画面の案内に従って

賛否をご入力ください。
３

議決権行使ウェブサイトに

アクセスしてください。
１

※操作画面はイメージです。

議決権行使書用紙に記載さ

れた「ログインID・仮パス

ワード」を入力しクリック

してください。

２
「ログイン
ID・ 仮 パ
スワード」
を入力

「ログイン」
をクリック

パソコンやスマートフォンのインターネットのご利用環境等によっては、議決権行使ウェブサイトがご利用で

きない場合があります。

インターネットによる議決権行使に関するお問い合せ

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク

0120－173－027
（通話料無料／受付時間 ９：00～21：00）
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事業の経過及びその成果、設備投資の状況、資金調達の状況

事　業　報　告

( 2023年９月１日から
2024年８月31日まで )

１. 企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、欧米における高い金利水準の継続

や、中東地域をめぐる情勢、中国経済の先行き懸念など、海外の影響により先

行き不透明な状況ではあるものの、雇用・所得環境の改善が進むなど、各種政

策の効果もあって景気は緩やかな回復基調にあります。

　当社グループが主にサービスを提供する情報産業分野においては、デジタル

技術の進展・普及に伴い、あらゆる産業で企業の生産性向上や競争力強化を目

的としたIT・DX関連のニーズは高まっており、クラウドを活用したシステムイ

ンテグレーションやシステム運用・保守等へのIT投資需要は堅調に推移いたし

ました。最適なITインフラが企業の経営戦略を支える重要な役割を担うなど、

ITサービス・IT人材への需要は拡大している一方、国内のIT人材不足やITスキ

ル向上には大きな課題を有しております。当社グループでは、質の高いITエン

ジニアの採用・育成に取り組むほか、ビジネスパートナーを積極的に活用し

て、様々なITサービスの提供を行っております。

　このような環境の下、当連結会計年度においては、良質なエンジニアの育成

や社内エンジニアのDXシフト等によるサービスの価値向上に取り組むほか、ビ

ジネスパートナーリソースの活用も含め、IT・DX領域の社会実装と運用を担う

「デジタルインテグレーター」としての事業基盤の整備を行いました。

　これらの結果、当社グループの売上高は22,221,595千円（前連結会計年度比

6.5％増）、営業利益は2,273,862千円（前連結会計年度比16.9％増）、経常利

益は2,317,709千円（前連結会計年度比7.5％増）、親会社株主に帰属する当期

純利益は1,575,719千円（前連結会計年度比7.0％増）となりました。

　　また、事業分野別のセグメント概況は、以下のとおりであります。

①　デジタルインテグレーション事業

　デジタルインテグレーション事業において、SI領域ではITインフラソリュ

ーションとしてITシステムの構築・運用・保守を手掛けております。また、

DX領域ではIoTクラウドサポートセンターにおける24時間365日体制でのクラ
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事業の経過及びその成果、設備投資の状況、資金調達の状況

ウドインフラやIoTサービスの運用の提供、顧客管理・営業管理システム

「Salesforce」や統合人事システム「COMPANY」を中心とするクラウドシス

テムの導入・運用・定着化支援を手掛けるほか、法人向けChatGPT導入・活

用支援サービス「NewtonX」を取り扱っております。

　　当連結会計年度においては、ITシステムの構築運用、クラウド基盤への移

行や24時間365日対応のマネージドサービスを中心とした底堅いIT投資需要

のもと、更なる取引拡大に取り組みました。また、データ分析やデジタルマ

ーケティングに対応できるエンジニアを育成し、サービスの拡充と付加価値

向上に努めました。

　　　これらの結果、当セグメントの売上高は21,342,828千円（前連結会計年度

比7.1％増）、セグメント利益は2,320,428千円（前連結会計年度比21.2％

増）となりました。

②　みどりクラウド事業

　みどりクラウド事業では、ITを用いて農業・畜産・水産のDX化を支援する

「みどりクラウド」「ファームクラウド」などのプラットフォームサービ

ス、一次産業をはじめとした各産業分野の個別課題を解決するソリューショ

ンサービスを展開しております。

　　当連結会計年度においては、引き続きソリューションサービスの受注拡大

に注力いたしました。また、2023年３月にリリースした青果流通の現場にバ

ーコードやクラウドシステムなどを用いたデジタル技術を導入する「みどり

クラウドらくらく出荷」の拡販等、将来の事業拡大に向けた先行投資を行っ

ております。農産物の集出荷業務に関しては、多くの農業者や出荷団体で同

じ課題を抱えており、今後は全国のJAに向けた拡販を行ってまいります。

　これらの結果、当セグメントの売上高は238,238千円（前連結会計年度比

35.9％減）、セグメント損失は109,172千円（前連結会計年度はセグメント

損失31,828千円）となりました。

③　機械設計エンジニアリング事業

　機械設計エンジニアリング事業においては、連結子会社である株式会社セ

ラクビジネスソリューションズでの3DCAD分野の技術、実験や性能検査など

の品質管理に関わる技術、通信建設及び情報通信に関する技術を提供してお

ります。

　当連結会計年度においては、研修環境を拡充し、エンジニアの採用・育成

に注力いたしました。安定した稼働率や新しい技術領域での案件獲得が図ら
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期別

事業別

第36期
第37期

（当連結会計年度） 前期比

売上高 構成比 売上高 構成比

千円 ％ 千円 ％ ％

デジタルインテグレーション事業 19,920,430 95.2 21,342,828 95.6 7.1

み ど り ク ラ ウ ド 事 業 371,718 1.8 238,238 1.1 △35.9

機械設計エンジニアリング事業 623,700 3.0 745,038 3.3 19.5

調 整 額 △56,992 － △104,510 － －

計 20,858,857 100.0 22,221,595 100.0 6.5

れたことにより、堅調に推移いたしました。引き続き各領域での案件獲得が

期待され、教育によるエンジニアの付加価値向上や地理的展開を図りつつ、

企業規模を拡大させてまいります。

　これらの結果、当セグメントの売上高は745,038千円（前連結会計年度比

19.5％増）、セグメント利益は44,887千円（前連結会計年度比15.9％減）と

なりました。

事業別売上高

(注) 部門間取引については、相殺消去しております。

(2) 設備投資の状況

　当連結会計年度におきましては、事業規模の拡大及び経営効率化の観点から、

総額204,277千円の設備投資を実施しております。

　主な投資といたしましては、本社増床等に伴う建物並びに工具、器具及び備品

として173,851千円の設備投資を実施いたしました。

(3) 資金調達の状況

　該当事項はありません。
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財産及び損益の状況の推移

区 分
第34期

2021年８月期
第35期

2022年８月期
第36期

2023年８月期

第37期
(当連結会計年度)
2024年８月期

売 上 高（千円） 15,263,442 17,859,101 20,858,857 22,221,595

経 常 利 益（千円） 1,836,704 1,434,021 2,156,500 2,317,709

親会社株主に帰属する当期純利益（千円） 1,240,783 966,159 1,472,452 1,575,719

１株当たり当期純利益（円） 89.82 69.36 105.35 114.24

総 資 産（千円） 8,730,681 9,620,428 11,253,664 12,052,121

純 資 産（千円） 4,616,288 5,519,152 6,904,217 7,762,614

１株当たり純資産額（円） 331.77 395.18 490.98 572.00

区 分
第34期

2021年８月期
第35期

2022年８月期
第36期

2023年８月期

第37期
(当事業年度)
2024年８月期

売 上 高（千円） 14,799,088 17,323,361 18,717,691 18,962,113

経 常 利 益（千円） 1,776,387 1,443,406 1,872,555 1,945,341

当 期 純 利 益（千円） 1,140,715 968,717 1,250,425 1,327,515

１株当たり当期純利益（円） 82.58 69.54 89.46 96.24

総 資 産（千円） 8,694,182 9,581,078 10,699,599 11,187,590

純 資 産（千円） 4,647,325 5,548,676 6,710,966 7,322,341

１株当たり純資産額（円） 334.00 397.29 477.16 539.43

(4) 財産及び損益の状況の推移

① 企業集団の財産及び損益の状況の推移

(注) １. １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数（自己株式数を除く）に基づき算出し
ております。

２. １株当たり純資産額は、期末発行済株式総数（自己株式数を除く）に基づき算出しており
ます。

３. 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第35期
（2022年８月期）の期首から適用しており、第35期（2022年８月期）以降の各数値につい
ては、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。

② 当社の財産及び損益の状況の推移

(注) １. １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数（自己株式数を除く）に基づき算出し
ております。

２. １株当たり純資産額は、期末発行済株式総数（自己株式数を除く）に基づき算出しており
ます。

３. 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第35期
（2022年８月期）の期首から適用しており、第35期（2022年８月期）以降の各数値につい
ては、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。
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重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題

会社名 資本金 当社の議決権比率 主要な事業内容

株式会社セラクビジネスソリューシ
ョンズ

100,000千円 100.0％

機 械 設 計 受 託 業 務 、

3DCAD教育・機械製図教

育、機械設計技術者派遣

株式会社セラクＣＣＣ 100,000千円 100.0％

クラウドシステムの運

用・定着化支援事業など

のIT関連事業

ＡＮＤ　Ｔｈｉｎｋ株式会社 20,000千円 100.0％
ITソフトウェア受託開発

事業、その他IT関連事業

株式会社マインド 10,000千円 100.0％
電子計算機のソフトウェ

ア シ ス テ ム の 開 発

(5) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社の状況

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

(6) 対処すべき課題

　現在のわが国経済は、欧米における高い金利水準の継続や、中東地域をめぐる情

勢、中国経済の先行き懸念など、海外の影響により先行き不透明な状況ではあるもの

の、雇用・所得環境の改善が進むなど、各種政策の効果もあって景気は緩やかな回復

基調にあります。そのような中、当社グループの将来の業績は、技術力の高いエンジ

ニアの確保とその稼働率の多寡にかかっております。これを実現するために、優秀な

人材の採用及び育成、営業の強化、新規事業の開発と拡大、企業の社会的責任への取

り組みへの対応について、バランスを取りながら永続して強化を図ることが最大の課

題であると認識しております。

　そこで、当社グループは、以下のような点に留意し経営活動に取り組んでまいりま

す。

① 優秀な人材の確保、育成

　当社グループは、顧客にIT技術を提供できる人材を自社で採用し、入社後の技術

研修をはじめとした社内教育を行うことでIT技術とビジネススキルを備えた人材を

顧客に提供できることを強みとしております。

　そのため当社グループでは、現在の採用活動及び研修制度をさらに発展させ、素

養の高い人材の採用強化を図るとともに、高難度のIT技術研修を実施することで、

質の高いサービス提供の実現に取り組んでまいります。

② 大規模プロジェクトを取りまとめるプロジェクトマネジャー（PM）の育成

　高付加価値の大規模プロジェクトをより多く受注し、また受注したプロジェクト

をビジネスパートナーを活用しつつ円滑に進行するためには多数のプロジェクトマ
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重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題

ネジャーの確保が必要不可欠となります。

　そのため当社グループでは、プロジェクトマネジャーを育成するための研修制度

を整備し、高付加価値の大規模プロジェクトをより多く受注できる体制構築に取り

組んでまいります。

③ 営業の強化

　エンジニアのキャリアアップを実現するためには大規模プロジェクトを受注する

ための営業力や、みどりクラウドやSalesforceをはじめとする先端DXソリューショ

ンを顧客に提案する営業力などが必要不可欠となります。

　そのため当社グループでは、営業個人の提案力、営業力の強化を図るための研修

制度の整備や多様な営業手法の導入を行ってまいります。また、営業体制を拡大す

ることや顧客満足の向上を図るため営業部門と技術部門の連携強化についても取り

組んでまいります。

④ 新規事業の開発と拡大

　長期にわたる企業成長を実現するためには、次なる成長のための新規事業の開発

と拡大が重要と考えております。

　農業IoT分野の「みどりクラウド」、AI分野の「NewtonX」をさらに拡大させると

ともに、引き続き社会経済のニーズを捉えた新規事業の研究開発にも取り組んでま

いります。

⑤ 企業の社会的責任への取り組み

　当社は、経営理念の一つである「世の為人の為に、貢献する」を実践するため、

CSR（企業の社会的責任）活動に積極的に取り組んでおり、次の二点につきまして

も徹底した取り組みを図ってまいります。

(イ)企業統治に係る責任の自覚

　当社グループは、監査役監査及び内部監査の充実並びに管理部門をはじめとし

た内部管理体制の充実により、コーポレート・ガバナンス、コンプライアンス、

リスク管理体制の整備と実効的な運用を図ってまいります。

(ロ)企業モラルの堅持

　当社は、顧客企業の機密厳守をはじめとする厳格な情報管理が事業活動継続の

生命線と考えており、ISO27001（ISMS）、プライバシーマークを取得しておりま

す。引き続き、このような意識を経営幹部以下全ての従業員に自覚させるため

に、入社時及び随時に研修を行い、教育・啓蒙を行ってまいります。

　　　株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援を賜りますようお願い申し上

げます。
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主要な事業内容、主要な事業所、使用人の状況

事 業 主 要 サ ー ビ ス

デジタルインテグレーション事業

ITインフラ、クラウドテクノロジー、
デジタルクリエイティブ、WEB運営、
WEBシステム開発等、Salesforceなどの
定着化を支援するカスタマーサクセス
ソリューション、クラウドシステムの
構築や運用、サイバーセキュリティ、
IoT・AIを用いたデータサイエンス等

み ど り ク ラ ウ ド 事 業

ITを用いて農業・畜産・水産のDX化を
支援する「みどりクラウド」「ファー
ムクラウド」などのプラットフォーム
サービス、一次産業をはじめとした各
産業分野の個別課題を解決するソリュ
ーションサービス等

機 械 設 計 エ ン ジ ニ ア リ ン グ 事 業
3DCAD分野の技術提供、機械･金型など
受託設計のサービス提供等

(7) 主要な事業内容（2024年８月31日現在）

名 称 所 在 地

本 社 東京都新宿区西新宿七丁目５番25号

札 幌 支 社 北海道札幌市中央区北一条西五丁目２番９号

横 浜 支 社 神奈川県横浜市神奈川区栄町５番地１

名 古 屋 支 社 愛知県名古屋市中村区那古野一丁目47番１号

大 阪 支 社 大阪府大阪市西区靭本町一丁目11番７号

福 岡 支 社 福岡県福岡市博多区博多駅前三丁目25番21号

(8) 主要な事業所（2024年８月31日現在）

使用人数 平 均 年 齢 平均勤続年数

3,387名 31.2歳 4.5年

(9) 使用人の状況（2024年８月31日現在）

(注) 使用人数は、就業従業員数であります。
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主要な借入先、会社の株式に関する事項

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 61,122千円

(10)主要な借入先（2024年８月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 49,376,000株

(2) 発行済株式の総数 13,833,300株

(3) 株 主 数 5,209名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

宮 崎 龍 己 5,594,100株 41.38％

宮 崎 浩 美 1,127,500株 8.34％

株 式 会 社 宮 崎 952,000株 7.04％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 798,900株 5.91％

特 定 有 価 証 券 信 託 受 託 者
株式会社ＳＭＢＣ信託銀行

576,000株 4.26％

セ ラ ク 従 業 員 持 株 会 179,100株 1.33％

J P モ ル ガ ン 証 券 株 式 会 社 139,756株 1.03％

C A C E I S  B K  E S  I I C S  C L I E N T S 109,300株 0.81％

吉 野 明 昭 100,000株 0.74％

岩 崎 泰 次 90,000株 0.67％

２. 会社の株式に関する事項（2024年８月31日現在）

(注)発行済株式の総数は、新株予約権の権利行使により9,900株増加、自己株式の消却によ

り165,000株減少した結果、前期末と比べて155,100株減少しております。

(4) 大株主（上位10名）

(注) 持株比率は、自己株式（315,770株）を控除して計算しております。
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会社の新株予約権等に関する事項

第５回新株予約権

発行決議の日 2018年２月15日

新株予約権の数 67個

新株予約権の目的となる株式の種類と数
普通株式　　　6,700株

（新株予約権１個当たり100株)

新株予約権の発行価額
新株予約権１個当たり

910円
（１株当たり　　　 9.1円）

新株予約権の行使時の払込金額
新株予約権１個当たり

69,000円
（１株当たり　　　 690円）

新株予約権の行使期間
2020年３月１日
～2026年２月28日

新株予約権の行使の条件 （注）

役員の保有状況 67個（１名）

うち取締役
（社外取締役を除く）

67個（１名）

うち監査役 ―

３. 会社の新株予約権等に関する事項

(1)当事業年度末における当社役員が保有している職務執行の対価として交付され

た新株予約権の状況
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会社の新株予約権等に関する事項

第７回新株予約権

発行決議の日 2020年８月６日

新株予約権の数 600個

新株予約権の目的となる株式の種類と数
普通株式　　 60,000株

（新株予約権１個当たり100株)

新株予約権の発行価額
新株予約権１個当たり

1,331円
（１株当たり　　13.31円）

新株予約権の行使時の払込金額
新株予約権１個当たり

118,800円
（１株当たり　　　1,188円）

新株予約権の行使期間
2022年９月１日
～2028年８月31日

新株予約権の行使の条件 （注）

役員の保有状況 600個（３名）

うち取締役
（社外取締役を除く）

600個（３名）

うち監査役 ―

(注) 新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、

権利行使時においても当社又は当社の関係会社の取締役、監査役又は

従業員であることを要する。ただし、任期満了、定年退職その他取締

役会が正当な理由があると認めた場合は、この限りではない。

② 新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は新株予約権を行使す

ることができない。

③ その他の新株予約権行使の条件は、当社と新株予約権者との間で締結

する「新株予約権割当契約」の定めるところによる。
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会社の新株予約権等に関する事項

第９回新株予約権

発行決議の日 2024年１月18日

新株予約権の数 1,324個

新株予約権の目的となる株式の種類と数
普通株式　　 132,400株

（新株予約権１個当たり100株)

新株予約権の発行価額
新株予約権１個当たり

1,471円
（１株当たり　　14.71円）

新株予約権の行使時の払込金額
新株予約権１個当たり

117,700円
（１株当たり　　　1,177円）

新株予約権の行使期間
2026年２月１日
～2032年１月31日

新株予約権の行使の条件 （注）

使用人等への交付状況 1,324個（64名）

うち当社使用人 1,319個（63名）

うち子会社の役員及び使用人 ５個（１名）

(2)当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状

況

(注) 新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、

権利行使時においても当社又は当社の関係会社の取締役、監査役又は

従業員であることを要する。ただし、任期満了、定年退職その他取締

役会が正当な理由があると認めた場合は、この限りではない。

② 新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は新株予約権を行使す

ることができない。

③ その他の新株予約権行使の条件は、当社と新株予約権者との間で締結

する「新株予約権割当契約」の定めるところによる。
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会社役員に関する事項

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 宮 崎 龍 己
株式会社セラクＣＣＣ 代表取締役
株式会社宮崎 代表取締役

専 務 取 締 役 宮 崎 浩 美

営業本部長
株式会社セラクビジネスソリューションズ 代
表取締役
株式会社セラクＣＣＣ 取締役

常 務 取 締 役 小 関 智 春
経営管理本部長
株式会社セラクビジネスソリューションズ 取
締役

取 締 役 西 村 光 治

弁護士法人松尾綜合法律事務所 弁護士
森ヒルズリート投資法人 監督役員
株式会社プラスアルファ・コンサルティング 
社外取締役

取 締 役 山 崎 直 昭

常 勤 監 査 役 吉 本 寿 樹

株式会社セラクビジネスソリューションズ 監
査役
株式会社セラクＣＣＣ 監査役
ＡＮＤ　Ｔｈｉｎｋ株式会社 監査役
株式会社マインド 監査役

監 査 役 芹　沢　俊太郎

みさき監査法人 統括代表社員
TRAD税理士法人 代表社員
株式会社イー・ロジット 社外監査役
ユミルリンク株式会社 社外監査役

監 査 役 勝 呂 和 之
勝呂会計事務所 所長
コンフィアンサ税理士法人 代表社員

４. 会社役員に関する事項

(1) 取締役及び監査役の状況（2024年８月31日現在）

(注) １. 取締役西村光治氏及び山崎直昭氏は、社外取締役であります。

２. 監査役芹沢俊太郎氏及び勝呂和之氏は、社外監査役であります。

３. 取締役西村光治氏は、弁護士の資格を有しており、企業法務に精通し幅広い知識と豊富な知見を

有しております。

４. 取締役山崎直昭氏は、金融から一般事業法人に至るまで複数の企業経営に精通し幅広い知識と豊

富な知見を有しております。

５. 監査役芹沢俊太郎氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当

程度の知見を有しております。

６. 監査役勝呂和之氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有し

ております。

７. 当社では、業務執行の強化を図るため、執行役員制度を導入しております。なお、2024年８月31

日現在の執行役員は、宮崎浩美氏、小関智春氏、米谷信吾氏の３名で構成されております。

８. 取締役西村光治氏及び山崎直昭氏、監査役芹沢俊太郎氏及び勝呂和之氏を東京証券取引所の定め

に基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
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(2) 責任限定契約の内容の概要

　当社は、各社外取締役及び各監査役と会社法第423条第１項に規定する損害賠

償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任限度額

は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。

(3) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

　当社は、保険会社との間で、当社及び「（5）②重要な子会社の状況」（10

頁）に記載の当社の子会社の取締役及び監査役（当事業年度中に在籍していた者

を含む。）を被保険者とする、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償

責任保険契約を締結しており、保険料は全額当社が負担しております。

　当該保険契約の内容の概要は、被保険者が、その職務の執行に関し責任を負う

こと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害

を当該保険契約により保険会社が補填するものであり、１年毎に契約更新してお

ります。ただし、法令違反の行為であることを被保険者が認識しながら行った行

為に起因する損害は補填されないなどの一定の免責事由があります。

(4) 取締役及び監査役の報酬等

① 取締役及び監査役の報酬等の額の決定に関する方針に係る事項

　　当社取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針は、取締役会にて決議し

ており、報酬等はその役位、職責、在任年数等を基準とし決定いたします。

　　また、株主総会の決議により定められた報酬限度の範囲内において決定し、

取締役の報酬等の額については、固定報酬、業績連動報酬及び非金銭報酬等に

より構成しております。

② 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

　　当社は、役員報酬等の上限額を定時株主総会で定めており、役員賞与等を含

めた年間の役員報酬は、その上限額の範囲内で支給することとしております。

また、当該株主総会終結時点の対象となる取締役の員数は７名であり、対象と

なる監査役の員数は３名であります。なお、2015年11月26日の定時株主総会決

議により、役員報酬限度額は以下のとおりとなっております。

役員報酬限度額　取締役　240,000千円

（１事業年度）　監査役　 20,000千円
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役員区分

報酬等の

総額

（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる

役員の員数

（名）固定報酬
業績連動

報酬等

非金銭報

酬等

取締役

（社外取締役を除く。）
79,922 79,922 － － ３

監査役

（社外監査役を除く。）
8,797 8,797 － － １

社外取締役 7,200 7,200 － － ２

社外監査役 6,600 6,600 － － ２

合　計 102,519 102,519 － － ８

③ 取締役の個人別の報酬等の決定に関する方針に係る事項

　当社は、各取締役に支給する基本報酬の額並びに賞与の個人別の業績評価及

び額については、取締役会決議内容に基づき代表取締役宮崎龍己にその具体的

内容の決定を委任するものとし、代表取締役は、当社の業績等も踏まえ、株主

総会で決議した報酬等の総額の範囲内において、各取締役の役位、職責等に応

じて決定することを基本方針としております。

　なお、非金銭報酬等として職務遂行及び業績向上に対する士気を高め、株式

価値向上に資するインセンティブ（業績連動報酬）としてのストックオプショ

ンの付与を行います。

　個別報酬額については、上記方針に基づき、代表取締役に一任する旨を取締

役会で決議しております。委任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ各

取締役の評価を行うには代表取締役が適していると判断したためであります。

　監査役の報酬については、会社法第387条第２項の規定に基づき、監査役の

協議により決定しております。

　固定報酬：業績並びに各人の業績貢献度、役割遂行度等を総合的に勘案して

決定しております。

④ 業績連動報酬等に関する事項

該当する事項はありません。

⑤ 非金銭報酬に関する事項

　　該当する事項はありません。

⑥ 取締役及び監査役の報酬等の総額等
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地 位 氏 名 兼職する法人等 兼職の内容

取 締 役 西 村 光 治

弁護士法人松尾綜合法律事務所
森ヒルズリート投資法人
株式会社プラスアルファ・コンサ
ルティング

弁護士
監督役員
社外取締役

取 締 役 山 崎 直 昭 兼務する法人等はありません

監 査 役 芹　沢　俊太郎

みさき監査法人
TRAD税理士法人
株式会社イー・ロジット
ユミルリンク株式会社

統括代表社員
代表社員
社外監査役
社外監査役

監 査 役 勝 呂 和 之
勝呂会計事務所
コンフィアンサ税理士法人

所長
代表社員

地 位 氏 名
出席状況及び発言状況並びに社外取締役に
期待される役割に関して行った職務の概要

取締役 西 村 光 治

当事業年度に開催された取締役会の全てに出席

し、主に弁護士としての専門的な見地から適宜質

問、意見表明等の発言を行っており、意思決定の

妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果

たしております。

取締役 山 崎 直 昭

当事業年度に開催された取締役会の全てに出席

し、主に経験豊富な経営者としての見地から適宜

質問、意見表明等の発言を行っており、意思決定

の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を

果たしております。

監査役 芹沢俊太郎

当事業年度に開催された取締役会及び監査役会の

全てに出席し、主に会計士としての見地から適宜

質問・意見表明等の発言を行っております。ま

た、監査役会においても法令や定款の遵守に係る

見地から、適宜意見の表明を行っております。

監査役 勝 呂 和 之

当事業年度に開催された取締役会及び監査役会の

全てに出席し、主に税理士としての見地から適宜

質問・意見表明等の発言を行っております。また

監査役会においても法令や定款の遵守に係る見地

から、適宜意見の表明を行っております。

(5) 社外役員に関する事項

① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

(注) 兼職する法人等と当社との間には特別な関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況
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報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 33,500千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金
銭その他の財産上の利益の合計額

33,500千円

５. 会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

EY新日本有限責任監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

(注) １. 会計監査人の報酬等について監査役会が同意した理由は、会計監査人の監査計画の内容、

会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠などが当社の事業規模や事業内容に適

切であるかどうかについて必要な検証を行った結果、会計監査人の報酬等の額について相

当であると認めたものであります。

２. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基

づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当

事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

(3) 非監査業務の内容

　記載すべき事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の遂行に支障がある場合等、その必要があると

判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案

の内容を決定いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認め

られる場合は、監査役会は監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたしま

す。

　この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会に

おきまして、会計監査人を解任した旨とその理由を報告いたします。
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６. 業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項

　当社グループは、業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）整備

に関する基本方針を以下のとおり定めております。

(1) 取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制

① 当社グループは、法令・定款及び社会規範を遵守することが企業経営におけ

る最優先事項と位置づけ、法令・定款及び社会規範に適合した社内規程を整

備し、当社グループの取締役及び従業員はこれに従い職務を執行する。

② 当社は、コンプライアンスの徹底を図るため、担当取締役を任命し、「コン

プライアンス規程」に基づき、全社的なコンプライアンス体制の整備を図る

とともに、当社グループの取締役及び従業員に対する教育、管理監督を行

う。

③ 当社グループは、法令・社会規範及び社内規程などの違反行為などの早期発

見・是正を目的として、「内部通報制度」を設け、効果的な運用を図る。

④ 反社会的勢力の排除を「反社会的勢力対策規程」に定め、企業の社会的責任

を十分認識し、反社会的勢力に対しては毅然とした態度で臨むとともに、そ

れら勢力との取引や資金提供を疑われるような一切の関係、不当要求を拒

絶・遮断する。

⑤ コンプライアンス違反者に対しては、就業規則に基づき厳正に対処する。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

① 株主総会、取締役会などの議事録及び社内規程に従って作成された業務に関

する文書は、法令及び「文書管理規程」など社内規程に基づき適切な保存・

管理を行う。

② 取締役及び監査役は各部門が保存及び管理する情報を常時直接閲覧・謄写又

は複写することができる。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社グループは「リスク管理規程」に基づき、当社グループのリスクの把握・

事前対応を行うとともにリスクが顕在化した場合には緊急対策本部を設置し、対

策にあたる。

－ 22 －



2024/10/28 10:47:09 / 24118395_株式会社セラク_招集通知_電子提供措置用

業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 経営上の重要事項審議のため、取締役会を原則月に1回以上開催し業務執行

上の重要案件について十分審議を行う。

② 職務執行に係る権限を「業務分掌規程」「職務権限規程」「決裁権限基準」

等に定め、必要な手続きを経て承認を得た範囲内で権限委譲を行う。また、

業務運営に関する個別経営課題については、事業部会及び幹部会にて審議す

ることにより、取締役の職務執行の効率化を図る。

(5) 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

① 子会社の管理責任は事業を所管する事業部長が負い、事業部長が指名する者

が子会社を管理する。

② 子会社の代表は、所管する事業部に対して定期的に運営状況や経営戦略につ

いて情報を共有し連携を図る。

③ 子会社の経営活動上の意思決定事項については、子会社の代表若しくは管理

者が当社取締役会に報告し承認を得るものとする。

④ 子会社の代表及び管理者は、子会社にて損失の危険が生じた場合、直ちに所

管事業部長へ報告する。

⑤ 子会社の業務監査・コンプライアンス監査などのため、子会社に当社内部監

査室を派遣し監査を行う。監査結果については、代表取締役・所管する事業

部長及び常勤監査役に報告する。

(6) 当社の監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合におけ

る、当該従業員に関する事項

　監査役から求められた場合には、監査役と協議の上、監査役の職務を補助する

従業員を配置する。

(7) 監査役の職務を補助する従業員の取締役からの独立性に関する事項

　監査役の職務を補助する従業員は、当社の就業規則に従うが、当該職務に関す

る指揮命令権は監査役に属するものとし、異動･評価･懲戒等の人事事項について

は監査役と事前協議の上実施する。

(8) 監査役の職務を補助する従業員に対する指示の実効性の確保に関する事項

　当社監査役より監査業務に関する命令を受けた従業員は、その命令に反して当

社取締役の指揮命令を受けないものとする。
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(9) 当社グループの取締役及び従業員が監査役に報告するための体制、その他の監

査役への報告に関する体制

① 当社グループの取締役及び従業員は、監査役の要請に応じて必要な報告及び

情報提供を行うとともに、次のような緊急事態が発生した場合には、遅滞な

く報告するものとする。

(イ)当社グループの経営に重大な悪影響を及ぼすおそれのある法律上・財務上

の事項

(ロ)その他、当社グループの信用及び業績に著しい損害を及ぼすおそれのある

事項

(ハ)重要な訴訟・係争事項

(ニ)社内規程の違反で重大な事項

(ホ)その他、上記に準じる事項

② 当社グループの取締役及び従業員は、前項に定める事項及び内部通報制度の

通報状況について、速やかに当社の監査役に対し報告を行う。

③ 監査役が必要と判断した時は、いつでも当社グループの取締役及び従業員な

どに対して報告を求める。

(10) 監査役への報告及び報告をしたことを理由として不利益な取扱いを受けないこ

とを確保するための体制

　監査役に報告・相談を行った取締役及び従業員に対し、報告・相談を行ったこ

とを理由とする不利益な取扱いを禁止する。

(11) 会社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の

当該職務の執行について生ずる費用又は償還の処理に係る方針に関する事項

　取締役は、監査役の職務の執行に協力し監査の実効性を担保するための監査費

用についてあらかじめ予算計上し、監査役の職務の執行に係る費用等の支払いを

行う。
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(12) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 取締役は「監査役監査規程」に定める監査役監査の重要性・有用性を十分認

識し、監査役監査の環境整備を行う。

② 監査役は、社長直轄の内部監査部門である内部監査室に監査の協力を求める

ことができる。内部監査室は、監査役による効率的な監査に協力する。

③ 監査役は、取締役及び従業員に対し、随時必要に応じ監査への協力を求める

ことができる。

④ 監査役は、会計監査人と監査業務の品質及び効率を高めるため、情報・意見

交換等の緊密な連携を図ることができる。

⑤ 監査役は、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、取締

役会並びに経営会議のほか、全ての会議又は委員会等に出席し報告を受ける

ことができる。

⑥ 取締役及び従業員は、監査役が求める重要な書類については、速やかに監査

役に提出する。

⑦ 当社グループの取締役及び従業員は、当社又は子会社の業務執行に関し、監

査役にコンプライアンス、リスク管理等に関する報告・相談を直接行うこと

ができる。

⑧ 監査役は、定期的に代表取締役との意見交換会を開催し、必要に応じ取締役

及び従業員との連絡会を開催し報告を受けることができる。

⑨ 取締役及び従業員は、監査役が事業の報告を求めた場合、又は業務及び財産

の状況を調査する場合は、迅速かつ的確に対応する。

⑩ 監査役は、取締役による子会社管理の監査を行うため、主要な子会社の往

査、子会社の監査役との日常の連携及び子会社監査役連絡会等を通じて、子

会社から報告を受けることができる。

(13) 業務の適正を確保するための体制の運用状況について

　当社は、上記の業務の適正を確保するための体制について、体制の整備当初か

ら、内部統制の整備及び運用状況について継続的に確認し調査を実施しており、

取締役会にその内容を報告しております。

　内部統制については、基本方針に基づき、体制の構築と運用が「計画、実行、

点検、行動」のサイクルに沿って確実に行われるように努めており、必要に応じ

て体制の見直しを行っております。また、財務報告の内部統制については、全社

統制及び業務プロセスの整備と運用状況の評価を実施いたしました。前年度と評

価範囲について実質的な変更はありませんが、有効性は勿論、効率性にも着目

し、整備と運用の改善を今後とも進めてまいります。

(注) 本事業報告中の記載金額・株数は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売掛金及び契約資産

仕 掛 品

原 材 料

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工具、器具及び備品

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

敷金及び保証金

保 険 積 立 金

そ の 他
　

10,085,344

6,896,690

2,740,887

219,097

47,055

183,469

△1,856

1,966,777

384,897

195,904

55,356

133,636

127,070

124,827

435

1,807

1,454,809

3,496

532,306

332,158

465,282

121,565
　

（負 債 の 部）

流 動 負 債 4,124,102

買 掛 金 262,363

１年内返済予定の長期借入金 39,204

未 払 金 1,461,721

未 払 法 人 税 等 441,369

未 払 消 費 税 等 385,225

賞 与 引 当 金 1,215,100

受 注 損 失 引 当 金 468

そ の 他 318,650

固 定 負 債 165,405

長 期 借 入 金 45,698

退職給付に係る負債 91,382

そ の 他 28,325

負 債 合 計 4,289,507

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 7,729,520

資 本 金 311,269

資 本 剰 余 金 309,835

利 益 剰 余 金 7,482,934

自 己 株 式 △374,518

その他の包括利益累計額 2,474

その他有価証券評価差額金 －

退職給付に係る調整累計額 2,474

新 株 予 約 権 30,619

純 資 産 合 計 7,762,614

資 産 合 計 12,052,121 負債・純資産合計 12,052,121

(2024年８月31日現在)
（単位：千円）

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（2023年９月１日から
2024年８月31日まで）

科 目 金 額

売 上 高 22,221,595

売 上 原 価 16,521,542

売 上 総 利 益 5,700,052

販売費及び一般管理費 3,426,190

営 業 利 益 2,273,862

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,806

助 成 金 収 入 14,319

補 助 金 収 入 26,093

そ の 他 3,537 45,756

営 業 外 費 用

支 払 利 息 848

支 払 手 数 料 1,048

そ の 他 11 1,909

経 常 利 益 2,317,709

特 別 利 益

新 株 予 約 権 戻 入 益 6,094 6,094

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 726

投 資 有 価 証 券 評 価 損 5,445 6,172

税金等調整前当期純利益 2,317,631

法人税、住民税及び事業税 761,650

法 人 税 等 調 整 額 △19,738 741,912

当 期 純 利 益 1,575,719

親会社株主に帰属する当期純利益 1,575,719

（単位：千円）

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（2023年９月１日から
2024年８月31日まで）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 307,006 504,756 6,052,693 △199 6,864,256

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 4,262 4,262 8,525

剰 余 金 の 配 当 △145,478 △145,478

親 会 社 株 主 に
帰属する当期純利益

1,575,719 1,575,719

自 己 株 式 の 取 得 △600,096 △600,096

自 己 株 式 の 処 分 △3,485 30,078 26,593

自 己 株 式 の 消 却 △195,698 195,698 －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額)

当 期 変 動 額 合 計 4,262 △194,920 1,430,241 △374,319 865,263

当 期 末 残 高 311,269 309,835 7,482,934 △374,518 7,729,520

その他の包括利益累計額
新株予約権 純資産合計その他有価証券

評価差額金
退職給付に係る

調整累計額
その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 33 3,656 3,690 36,270 6,904,217

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 △1,503 7,021

剰 余 金 の 配 当 △145,478

親 会 社 株 主 に
帰属する当期純利益

1,575,719

自 己 株 式 の 取 得 △600,096

自 己 株 式 の 処 分 26,593

自 己 株 式 の 消 却 －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額)

△33 △1,182 △1,216 △4,146 △5,362

当 期 変 動 額 合 計 △33 △1,182 △1,216 △5,650 858,396

当 期 末 残 高 － 2,474 2,474 30,619 7,762,614

（単位：千円）

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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その他有価証券…………市場価格のない株式等以外のもの

時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

仕 掛 品…………個別法による原価法（収益性の低下による簿価

切下げの方法）

原 材 料…………総平均法による原価法（収益性の低下による簿

価切下げの方法）

連 結 注 記 表

１.連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 ４社

連結子会社の名称 株式会社セラクビジネスソリューションズ

株式会社セラクＣＣＣ

ＡＮＤ　Ｔｈｉｎｋ株式会社

株式会社マインド

非連結子会社の名称等

該当する会社はありません。

(2) 持分法の適用に関する事項

持分法適用の非連結子会社及び関連会社

　該当する会社はありません。

持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社

該当する会社はありません。

(3) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

a.　有価証券

b.　棚卸資産の評価基準及び評価方法
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a. 有 形 固 定 資 産…………定率法（リース資産を除く）

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日

以後に取得した建物附属設備及び構築物につい

ては、定額法を採用しております。

建 物 ８～18年

工具、器具及び備品 ４～15年

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　
b. 無 形 固 定 資 産…………定額法（リース資産を除く）

自社利用目的のソフトウエアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づいており

ます。

a. 貸 倒 引 当 金…………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しております。

b. 賞 与 引 当 金…………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるた

め、支給見込額のうち当連結会計年度負担額を

計上しております。

c. 受注損失引当金…………受注案件に係る将来の損失に備えるため、当連 

結会計年度末において損失が見込まれ、かつ、 

その金額を合理的に見積もることが可能なもの 

については、翌連結会計年度以降に発生が見込 

まれる損失額を計上しております。

②　重要な固定資産の減価償却の方法

③　重要な引当金の計上基準

④　退職給付に係る会計処理の方法

a.　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの

期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

b.　数理計算上の差異の費用処理

　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時の翌連結会計年度

に費用処理しております。

c.　小規模企業等における簡便法の採用

　連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付

に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適

用しております。
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⑤　収益及び費用の計上基準

　　　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業におけ

る主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する

通常の時点）は以下のとおりであります。

a. オンサイトサービス

　主に派遣契約、準委任契約において、技術者の時間稼働による技術提供の

サービスを行います。

　派遣契約、準委任契約から生じる履行義務は、契約期間内の労働時間の経

過により充足されるものであることから、一定の期間にわたり収益を認識し

ております。

b. ソリューションサービス

　主に請負契約において、成果物の納品によって技術提供のサービスを行い

ます。

　請負契約から生じる履行義務は、技術提供に応じて一定の期間にわたり履

行義務が充足されるものであることから、履行義務の充足に係る進捗度に基

づき収益を認識しております。

　一定の期間にわたり履行義務が充足される契約については、履行義務の充

足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認

識しております。履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法は、見積総原

価に対する発生原価の割合（インプット法）で算出しております。

　また、進捗度を合理的に見積もることができず、当該履行義務を充足する

際に発生する費用を回収することを見込んでいる場合には、原価回収基準に

より収益を認識しております。

　なお、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれ

る時点までの期間がごく短い請負契約については代替的な取扱いを適用し、

一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益

を認識しております。

c. みどりクラウド事業

　主にみどりクラウド事業では、ITを用いて農業・畜産・水産のDX化を支援

する「みどりクラウド」「ファームクラウド」などのプラットフォームサー

ビス、一次産業をはじめとした各産業分野の個別課題を解決するソリューシ

ョンサービスの提供を行います。

　設置端末である「みどりボックス」の販売は製品を顧客に引き渡した時点

で顧客が当該製品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断して

いますが、出荷時から顧客への引渡しが完了するまでの期間が通常の期間で

あると考えられるため、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に

定める代替的な取扱いを適用し、製品の出荷時点で収益を認識しておりま

す。
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（単位：千円）

当連結会計年度

繰延税金資産(純額) 532,306

　また、当社は顧客に対して施設園芸農家向け及び畜産業向けのクラウドサ

ービスの提供を行い、製品利用料を受けとります。契約から生じる履行義務

は、サービス提供期間の経過に応じて充足されるものであることから、一定

の期間にわたり収益を認識しております。

　また、いずれの契約もその取引の対価は履行義務を充足してから１年以内

に受領しており、重要な金融要素は含まれておりません。

⑥　のれんの償却方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却

２.会計方針の変更に関する注記

　該当事項はありません。

３.表示方法の変更に関する注記

　該当事項はありません。

４.会計上の見積りに関する注記

（繰延税金資産の回収可能性）

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金負債と相殺前の金額は533,330千円であります。

(2) 会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情

　　報

 ① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

　当社グループでは、繰延税金資産の回収可能性について、「繰延税金資産の回

収可能性に関する適用指針」（企業会計基準委員会 企業会計基準適用指針第26

号）に基づく企業の分類、将来の課税所得の見積り、将来減算一時差異の将来解

消見込年度のスケジューリング等、将来の課税所得の十分性を考慮して、回収可

能性があると判断した金額を繰延税金資産として計上しております。

 ② 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

　繰延税金資産の回収可能性は、将来の事業計画を基礎とした将来の課税所得の

見積り及び将来減算一時差異の解消見込年度のスケジューリング等に基づいて判

断しており、その主要な仮定は、当社の期末における将来減算一時差異の解消見
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込時期であります。

 ③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

　上記の主要な仮定は経営者の判断を伴うため、将来の課税所得や将来減算一時

差異の解消見込時期の見積りが予想と異なった場合、翌連結会計年度の連結計算

書類について重要な影響を与える可能性があります。

（一定の期間にわたり履行義務を充足し認識する収益）

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　　一定の期間にわたり履行義務を充足し認識する売上高のうち、当連結会計年度末

に進行中の案件に係る売上高　　　83,505千円

(2) 会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情

　　報

 ① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

　一定の期間にわたり履行義務が充足される契約については、履行義務の充足に

係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識してお

ります。履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法は、見積総原価に対する発

生原価の割合（インプット法）で算出しております。

　また、進捗度を合理的に見積もることができず、当該履行義務を充足する際に

発生する費用を回収することを見込んでいる場合には、原価回収基準により収益

を認識しております。

　なお、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時

点までの期間がごく短い請負契約については、代替的な取扱いを適用し、一定の

期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識して

おります。

② 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

　これらの会計処理にあたっては、当該請負契約に係る案件の見積総原価を把握

することが必要不可欠であります。

　請負契約は仕様や作業内容が顧客の要求に基づいて定められており、契約ごと

の個別性が強く、契約時に予見できなかった作業工程の遅れ等による原価の変動

など、案件ごとの見積総原価が変動する事があります。

　案件ごとの見積総原価は、主として工数と工数単価により見積もられる労務費

及び外注費等によって構成されており、案件ごとの見積総原価の算出に用いた主

要な仮定は工数（外注工数を含む）であります。
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有形固定資産の減価償却累計額 214,070千円

株式の種類
当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
の株式数

普通株式数（株） 13,988,400 9,900 165,000 13,833,300

株式の種類
当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
の株式数

普通株式数（株） 130 505,332 189,692 315,770

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2023年11月22日
定時株主総会

普通株式 145,478千円 10円40銭 2023年８月31日 2023年11月24日

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2024年11月22日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 175,727千円 13円00銭 2024年８月31日 2024年11月25日

③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

　将来において見積総原価の前提条件の変更等により当初見積りの変更が発生す

る可能性があり、翌連結会計年度に係る連結計算書類において認識する金額に重

要な影響を与える可能性があります。

５.連結貸借対照表に関する注記

６.連結損益計算書に関する注記

　　該当事項はありません。

７.連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式数の種類及び総数

（注）当連結会計年度中の増加株式数は、新株予約権の権利行使によるものであります。
　　　当連結会計年度中の減少株式数は、株式消却を行ったことによるものであります。

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）当連結会計年度中の自己株式の増加株式数は、取締役会決議による自己株式の取得による増加
505,200株、単元未満株式の買取による増加132株によるものであります。

　　　当連結会計年度中の自己株式の減少株式数は、株式消却による減少165,000株、株式交換による
減少24,692株によるものであります。

(3) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金の支払額等

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計

年度になるもの
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普通株式 348,100株

(4) 新株予約権に関する事項

　当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来してい

ないものを除く）の目的となる株式の種類及び数

８.金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、事業計画に照らして、必要資金を金融機関からの借入によ

り調達しております。なお、デリバティブ取引は利用しておりません。

② 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

　営業債務である買掛金及び未払金は、全て１年以内の支払期日であります。

　借入金は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、償還

日は決算日後、最長で６年後であります。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

a.　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは、営業債権について、財務経理部が債権残高を定期的にモ

ニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況

等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

　投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、当該会社の財

務状況の悪化等によるリスクに晒されておりますが、定期的に時価及び発行

会社の財務状況を把握し、その保有状況を継続的に見直しております。

b.　資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリス

ク)の管理

　当社グループは、各部署からの報告に基づき当社の財務経理部が定期的に

資金繰計画を作成・更新し、流動性リスクを管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格のない場合に

は合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変

動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該

価額が変動することがあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。また、現金は注記を省略しており、預金、売掛金、買掛金、未払金、未払

法人税等並びに未払消費税等は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似す

る事から、注記を省略しております。
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連結貸借対照表
計上額
(千円)

時価
(千円)

差額
(千円)

長期性預金 100,000 100,000 －

資産計 100,000 100,000 　　　－

長期借入金
（1年内返済予定を含む）

84,902 84,494 407

負債計 84,902 84,494 407

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式等 3,496

１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 6,896,690 － － －

売掛金 2,639,142 － － －

投資その他の資産（その他）
投資その他の資産（その
他）のうち満期があるもの
長期性預金

－ 100,000 － －

合計 9,535,833 100,000 － －

１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

長期借入金
（1年内返済予定
を含む）

39,204 33,928 3,130 2,880 2,880 2,880

合計 39,204 33,928 3,130 2,880 2,880 2,880

(注)１. 市場価格のない株式等

(注)２. 金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額

(注)３. 長期借入金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期性預金 － 100,000 － 100,000

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金

（1年内返済予定を含む）
－ 84,494 － 84,494

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要
性に応じて、以下の３つのレベルに分類しております。

　　レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整）相
場価格により算定した時価

　　レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能
なインプットを用いて算定した時価

　　レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合に
は、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定におけ
る優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：千円）

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：千円）

(注)時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

資　産

長期性預金

　時価については、レベル２の時価に分類しておりますが、帳簿価額にほぼ等

しいことから、当該帳簿価額を時価としております。

負　債

長期借入金（1年内返済予定を含む)

　これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場

合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しており、その時価をレ

ベル２の時価に分類しております。
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報告セグメント

その他 合計デジタルインテグ

レーション

みどり

クラウド

機械設計エ

ンジニアリ

ング

計

売上高

一定の期間にわたり

移転される財又はサ

ービス

19,359,911 157,418 640,528 20,157,859 － 20,157,859

一時点で移転される

財又はサービス
1,982,916 80,819 － 2,063,735 － 2,063,735

顧客との契約から生

じる収益
21,342,828 238,238 640,528 22,221,595 － 22,221,595

外部顧客への売上高 21,342,828 238,238 640,528 22,221,595 － 22,221,595

９.収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　主要な財又はサービス別に分解した収益の情報は以下のとおりであります。

(単位：千円）

(2)顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　「１.連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記(3)会計方針に

関する事項⑤収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

－ 38 －



2024/10/28 10:47:09 / 24118395_株式会社セラク_招集通知_電子提供措置用

連結注記表

当連結会計年度
期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権

(売掛金)
2,452,070 2,639,142

契約資産 109,931 101,745

契約負債 52,473 40,167

１株当たり純資産額 572円00銭

１株当たり当期純利益 114円24銭

(3)顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フロ

ーとの関係並びに当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結

会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

① 契約資産及び契約負債の残高等
（単位：千円）

　契約資産は、顧客との財又は役務提供による契約について、期末日時点で

未請求の対価に対する当社及び連結子会社に関するものであり、成果物の納

品または検収に伴い対価に対する権利が無条件になった時点で顧客との契約

から生じた債権に振り替えられます。

　契約負債は、主に履行義務の充足の時期に収益を認識する契約について、

支払条件に基づいて顧客から受け取った期間分の前受金に関するものであ

り、収益の認識に伴い取り崩されます。

② 残存履行義務に配分した取引価格

　当社グループにおいては、当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引

が無いため、実務上の便法を適用し、残存履行義務に関する情報の記載を省

略しております。

　また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれない重要な

金額はありません。

１０.１株当たり情報に関する注記

１１.重要な後発事象に関する注記

(株式給付信託（J－ESOP）の導入及び第三者割当による自己株式の処分)

　　当社は、2024年10月15日開催の取締役会において、当社の株価や業績と従業員の 

処遇の連動性をより高め、経済的な効果を株主の皆様と共有することにより、株価

及び業績向上への従業員の意欲や士気を高めるため、一定の要件を満たした当社及

び当社グループ子会社の従業員（以下「従業員」という）に対して自社の株式を給

付するインセンティブプラン「株式給付信託（J－ESOP）」（以下「本制度」とい

い、本制度に関してみずほ信託銀行株式会社と締結する信託契約に基づいて設定さ

れる信託を「本信託」という）を導入することにつき決議いたしました。
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（１） 処分期日 2024年10月31日（木）

（２） 処分する株式の種類及び数 普通株式100,000株

（３） 処分価額 １株につき金1,423円

（４） 処分総額 142,300,000円

（５） 処分予定先 株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）

（６） その他

本自己株式処分については、金融商品取引法に

よる有価証券届出書の効力発生を条件としま

す。

１．導入の背景

　　当社は、当社の経営理念である「社員の幸福を追求する」の実現に向けて、従業

員が高い次元で挑戦し、その成果に報いる観点から様々なインセンティブプランを

検討してまいりましたが、今般、従業員に当社の株式を給付し、株価変動を処遇と

して反映させることを目的として、本制度を導入することといたしました。

２．本制度の概要

　　本制度は、米国のESOP（Employee Stock Ownership Plan）制度を参考にした信

託型のスキームであり、予め当社が定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満

たした従業員に対し当社株式を給付する仕組みです。当社は、従業員に対し個人の

貢献度等に応じてポイントを付与し、一定の条件により受給権を取得したときに当

該付与ポイントに相当する当社株式を給付します。従業員に対し給付する株式につ

いては、予め信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管

理するものとします。

　　本制度の導入により、従業員の株価及び業績向上への関心が高まり、これまで以

上に意欲的に業務に取り組むことに寄与することが期待されます。

３．本自己株式処分の概要

１２.企業結合に関する注記

（ＡＮＤ　Ｔｈｉｎｋ株式会社）

１．企業結合の概要

(1)被取得企業の名称及びその事業の内容

　　　被取得企業の名称　ＡＮＤ　Ｔｈｉｎｋ株式会社

　　　事業の内容　ITソフトウェア受託開発事業　その他IT関連事業

(2)企業結合を行った主な理由

　　　今回の株式取得により、高い開発力及びノウハウを有する対象会社が当社グル

ープに参画することで、エンジニアリソースの共有による受託可能な技術領域の

拡大、相互に技術ナレッジの共有化を図ることで品質の向上など、両社の市場で
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の競争優位性の確保が可能と考えております。

　　　これらを総合的に勘案した結果、当社グループのより一層の収益性の向上や競

争力の強化に資するものと判断したため、株式取得を行うことといたしました。

(3)企業結合日

　　　2024年５月31日（みなし取得日）

(4)企業結合の法的形式

　　　現金を対価とする株式の取得及び株式交換

(5)結合後企業の名称

　　　変更は有りません。

(6)取得した議決権比率

　　　100％

(7)取得企業を決定するに至った主な根拠

　　　対象会社は、2019年10月に創業し、「自分たちにできる『何か』を『考え

る』」をミッションに掲げ、その高い開発力と技術力で、製造業の業務システム

を中心としたソフトウェアの受託開発、また昨今はDX領域にも事業を拡大してお

り、高い実績を積み重ねております。今回の株式取得により、高い開発力及びノ

ウハウを有する対象会社が当社グループに参画することで、エンジニアリソース

の共有による受託可能な技術領域の拡大、相互に技術ナレッジの共有化を図るこ

とで品質の向上など、両社の市場での競争優位性の確保が可能と考えておりま

す。

　　　これらを総合的に勘案した結果、当社グループのより一層の収益性の向上や競

争力の強化に資するものと判断したため、株式取得を行うことといたしました。

２．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

　　　取得の対価　　　　　現金及び預金　　　　　　　　　　120,000千円

　　　企業結合日に交付した株式会社セラクの普通株式の時価 　26,593千円

　　　取得原価　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　146,593千円

３．株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付した株式数

(1)株式の種類別の交換比率

　　　当社の普通株式１株：ＡＮＤ　Ｔｈｉｎｋ株式会社の普通株式308.65株

(2)株式交換比率の算定方法

　　　当社は、本株式交換の株式交換比率（以下「本交換比率」という）の公平性・

妥当性を確保するため、当社及び対象会社から独立した第三者算定機関として

IKC合同会社（以下、「IKC」といいます。）を選定し、株式交換比率の算定を依

頼し、提出された報告書に基づき当事者間で協議の上、算定しております。
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(3)交付した株式数

　　　24,692株

４．主要な取得関連費用の内容及び金額

　　　アドバイザリー費用等　　28,491千円

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1)発生したのれんの金額　　75,826千円

(2)発生原因

　　　今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力によるものです。

(3)償却方法及び償却期間

　　　５年間にわたる均等償却

（株式会社マインド）

１．企業結合の概要

(1)被取得企業の名称及びその事業の内容

　　　被取得企業の名称　株式会社マインド

　　　事業の内容　電子計算機のソフトウェアシステムの開発

(2)企業結合を行った主な理由

　　　対象会社は1987年11月に創業したIT企業です。システム開発の実績があるエン

ジニアが多く、上流から下流までワンストップでサービスを提供しております。

加えて、近年注目の、企業内の多様な業務システムを集約化するローコード開発

プラットフォーム「intra-mart」にも精通したハイスキル人材が多数在籍してお

ります。

　　　当社グループは、2023年10月１日より「intra-mart」の開発元である株式会社

エヌ・ティ・ティ・データ・イントラマート（以下、「イントラマート社」とい

う）と協業を開始しており、今回の株式取得により「intra-mart」に精通した対

象会社のエンジニアを当社グループに迎え入れることで、イントラマート社との

協業はカスタマーサクセス支援領域だけでなく、初期導入などのアプリケーショ

ン開発から支援が可能となります。これにより、企業のDX推進に対して更なる付

加価値を提供することが期待でき、当社DX事業の発展が可能となります。

　　　以上を総合的に勘案した結果、当社グループのより一層の収益性の向上や競争

力の強化に資するものと判断し、株式取得を行うことといたしました。

(3)企業結合日

　　　2024年８月31日（みなし取得日）

(4)企業結合の法的形式

　　　現金を対価とする株式の取得
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(5)結合後企業の名称

　　　変更は有りません。

(6)取得した議決権比率

　　　100％

(7)取得企業を決定するに至った主な根拠

　　　今回の株式取得では、「intra-mart」に精通したエンジニアを当社に迎え入れ

ることで、イントラマート社との協業はカスタマーサクセス支援領域だけでな

く、初期導入などのアプリケーション開発から支援が可能となります。これによ

り、企業のDX推進に対して更なる付加価値を提供することが期待でき、当社DX事

業の発展を目指してまいります。

２．当連結会計年度に係る連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

　　　当該連結会計年度には含まれておりません。

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

　　　取得の対価　　　　　現金及び預金　　　　　　　　　103,500千円

　　　取得原価　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　103,500千円

４．主要な取得関連費用の内容及び金額

　　　アドバイザリー費用等　　23,361千円

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1)発生したのれんの金額　　52,792千円

(2)発生原因

　　　今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力によるものです。

(3)償却方法及び償却期間

　　　５年間にわたる均等償却
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貸 借 対 照 表

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

仕 掛 品

原 材 料

前 払 費 用

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工具、器具及び備品

そ の 他

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

電 話 加 入 権

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

繰 延 税 金 資 産

敷金及び保証金

保 険 積 立 金

そ の 他
　

8,940,590

5,844,953

2,293,247

213,004

47,055

163,742

374,049

6,391

△1,854

2,246,999

379,652

191,410

54,605

133,636

1,722

135

1,587

1,865,624

3,496

506,729

451,371

322,967

459,494

121,565
　

（負 債 の 部）

流 動 負 債 3,738,723

買 掛 金 232,281

１年内返済予定の長期借入金 33,324

未 払 金 1,342,533

未 払 費 用 232,968

未 払 法 人 税 等 374,121

未 払 消 費 税 等 255,757

前 受 金 40,167

預 り 金 60,574

賞 与 引 当 金 1,165,337

そ の 他 1,657

固 定 負 債 126,525

長 期 借 入 金 27,798

退 職 給 付 引 当 金 93,902

そ の 他 4,825

負 債 合 計 3,865,248

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 7,291,721

資 本 金 311,269

資 本 剰 余 金 309,835

資 本 準 備 金 223,419

その他資本剰余金 86,416

利 益 剰 余 金 7,045,136

利 益 準 備 金 11,290

その他利益剰余金 7,033,845

別 途 積 立 金 31,700

繰越利益剰余金 7,002,145

自 己 株 式 △374,518

新 株 予 約 権 30,619

純 資 産 合 計 7,322,341

資 産 合 計 11,187,590 負債・純資産合計 11,187,590

(2024年８月31日現在)
（単位：千円）

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（2023年９月１日から
2024年８月31日まで）

科 目 金 額

売 上 高 18,962,113

売 上 原 価 14,228,882

売 上 総 利 益 4,733,230

販売費及び一般管理費 3,079,746

営 業 利 益 1,653,484

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,737

助 成 金 収 入 14,319

補 助 金 収 入 26,093

業 務 受 託 料 235,851

そ の 他 15,677 293,679

営 業 外 費 用

支 払 利 息 773

支 払 手 数 料 1,048 1,822

経 常 利 益 1,945,341

特 別 利 益

新 株 予 約 権 戻 入 益 6,094 6,094

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 430

投 資 有 価 証 券 評 価 損 5,445 5,876

税 引 前 当 期 純 利 益 1,945,559

法人税、住民税及び事業税 638,341

法 人 税 等 調 整 額 △20,297 618,044

当 期 純 利 益 1,327,515

（単位：千円）

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（2023年９月１日から
2024年８月31日まで）

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金 利益剰余金

資本準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金

合計
利益準備金

当 期 首 残 高 307,006 219,156 285,600 504,756 11,290

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 4,262 4,262 4,262

剰余金の配当

当 期 純 利 益

自己株式の取得

自己株式の処分 △3,485 △3,485

自己株式の消却 △195,698 △195,698

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

当期変動額合計 4,262 4,262 △199,183 △194,920 －

当 期 末 残 高 311,269 223,419 86,416 309,835 11,290

株 主 資 本
評価・換
算差額等

新株
予約権

純資産
合計

利益剰余金

自己
株式

株主資本
合計

その他有
価証券評
価差額金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途
積立金

繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 31,700 5,820,108 5,863,098 △199 6,674,662 33 36,270 6,710,966

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 8,525 △1,503 7,021

剰余金の配当 △145,478 △145,478 △145,478 △145,478

当 期 純 利 益 1,327,515 1,327,515 1,327,515 1,327,515

自己株式の取得 △600,096 △600,096 △600,096

自己株式の処分 30,078 26,593 26,593

自己株式の消却 195,698 － －

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

△33 △4,146 △4,180

当期変動額合計 － 1,182,037 1,182,037 △374,319 617,059 △33 △5,650 611,375

当 期 末 残 高 31,700 7,002,145 7,045,136 △374,518 7,291,721 － 30,619 7,322,341

（単位：千円）

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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子 会 社 株 式 ………… 移動平均法による原価法

その他有価証券 ………… 市場価格のない株式等以外のもの

時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

仕 掛 品 ………… 個別法による原価法（収益性の低下による簿価

切下げの方法）

原 材 料 ………… 総平均法による原価法（収益性の低下による簿

価切下げの方法）

① 有形固定資産 ………… 定率法（リース資産を除く）

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日

以後に取得した建物附属設備及び構築物につい

ては、定額法を採用しております。

建 物 ８～18年

工具、器具及び備品 ４～15年

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　
② 無形固定資産 ………… 定額法（リース資産を除く）

自社利用目的のソフトウエアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づいており

ます。

個 別 注 記 表

１.重要な会計方針に関する注記

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

②　棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2) 重要な固定資産の減価償却の方法
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① 貸 倒 引 当 金 ………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞 与 引 当 金 ………… 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるた

め、支給見込額のうち当事業年度負担額を計上

しております。

③ 退職給付引当金 ………… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末

における退職給付債務の見込額に基づき計上し

ております。

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額

を当事業年度末までの期間に帰属させる方法に

ついては、給付算定式基準によっております。

数理計算上の差異については、各事業年度の発

生時の翌事業年度に費用処理しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類に

おける会計処理の方法と異なっております。

(5)収益及び費用の計上基準

　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務

の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は

以下のとおりであります。

　　a. オンサイトサービス

　主に派遣契約、準委任契約において、技術者の時間稼働による技術提供のサー

ビスを行います。

　派遣契約、準委任契約から生じる履行義務は、契約期間内の労働時間の経過に

より充足されるものであることから、一定の期間にわたり収益を認識しておりま

す。
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　　b. ソリューションサービス

　主に請負契約において、成果物の納品によって技術提供のサービスを行いま

す。

　請負契約から生じる履行義務は、技術提供に応じて一定の期間にわたり履行義

務が充足されるものであることから、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益

を認識しております。

　一定の期間にわたり履行義務が充足される契約については、履行義務の充足に

係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識してお

ります。履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法は、見積総原価に対する発

生原価の割合（インプット法）で算出しております。

　また、進捗度を合理的に見積もることができず、当該履行義務を充足する際に

発生する費用を回収することを見込んでいる場合には、原価回収基準により収益

を認識しております。

　なお、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時

点までの期間がごく短い請負契約については代替的な取扱いを適用し、一定の期

間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識してお

ります。

　　c. みどりクラウド事業

　主にみどりクラウド事業では、ITを用いて農業・畜産・水産のDX化を支援する

「みどりクラウド」「ファームクラウド」などのプラットフォームサービス、一

次産業をはじめとした各産業分野の個別課題を解決するソリューションサービス

の提供を行います。

　設置端末である「みどりボックス」の販売は製品を顧客に引き渡した時点で顧

客が当該製品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断しています

が、出荷時から顧客への引渡しが完了するまでの期間が通常の期間であると考え

られるため、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な

取扱いを適用し、製品の出荷時点で収益を認識しております。

　また、当社は顧客に対して施設園芸農家向け及び畜産業向けのクラウドサービ

スの提供を行い、製品利用料を受けとります。契約から生じる履行義務は、サー

ビス提供期間の経過に応じて充足されるものであることから、一定の期間にわた

り収益を認識しております。

　また、いずれの契約もその取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受

領しており、重要な金融要素は含まれておりません。
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（単位：千円）

当事業年度

繰延税金資産(純額) 451,371

２.会計方針の変更に関する注記

　該当事項はありません。

３.表示方法の変更に関する注記

　該当事項はありません。

４.会計上の見積りに関する注記

（繰延税金資産の回収可能性）

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金負債と相殺前の金額は451,371千円であります。

(2) 会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報

　連結計算書類「連結注記表（会計上の見積りに関する注記）」と同一であるた

め、記載を省略しております。

（一定の期間にわたり履行義務を充足し認識する収益）

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

　一定の期間にわたり履行義務を充足し認識する売上高のうち、当事業年度末に進

行中の案件に係る売上高　　　76,493千円

(2) 会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報

①当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法

　　一定の期間にわたり履行義務が充足される契約については、履行義務の充足に

係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識してお

ります。履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法は、見積総原価に対する発

生原価の割合（インプット法）で算出しております。

　　また、進捗度を合理的に見積もることができず、当該履行義務を充足する際に

発生する費用を回収することを見込んでいる場合には、原価回収基準により収益

を認識しております。

　　なお、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時

点までの期間がごく短い請負契約については、収益認識会計基準第96項に定める

代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務

を充足した時点で収益を認識しております。
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(1) 有形固定資産の減価償却累計額 211,207千円

短期金銭債権 372,635千円

短期金銭債務 18,793千円

営業取引による取引高

営業費用 221,990千円

営業取引以外の取引による取引高 248,008千円

株式の種類
当事業年度
期首の株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
の株式数

普通株式数（株） 13,988,400 9,900 165,000 13,833,300

株式の種類
当事業年度
期首の株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
の株式数

普通株式数（株） 130 505,332 189,692 315,770

②当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

　　これらの会計処理にあたっては、当該請負契約に係る案件の見積総原価を把握

することが必要不可欠であります。

　　請負契約は仕様や作業内容が顧客の要求に基づいて定められており、契約ごと

の個別性が強く、契約時に予見できなかった作業工程の遅れ等による原価の変動

など、案件ごとの見積総原価が変動する事があります。

　　案件ごとの見積総原価は、主として工数と工数単価により見積もられる労務費

及び外注費等によって構成されており、案件ごとの見積総原価の算出に用いた主

要な仮定は工数（外注工数を含む）であります。

③翌事業年度の計算書類に与える影響

　　将来において見積総原価の前提条件の変更等により当初見積りの変更が発生す

る可能性があり、翌事業年度に係る計算書類において認識する金額に重要な影響

を与える可能性があります。

５.貸借対照表に関する注記

(2) 関係会社に対する金銭債権債務

６.損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

７.株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式数の種類及び総数

（注）当連結会計年度中の増加株式数は、新株予約権の権利行使によるものであります。

　　　当連結会計年度中の減少株式数は、株式消却を行ったことによるものであります。

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項
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決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2023年11月22日
定時株主総会

普通株式 145,478千円 10円40銭 2023年８月31日 2023年11月24日

決議予定 株式の種類 配当の原資
配当金の
総　　額

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2024年11月22日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 175,727千円 13円00銭 2024年８月31日 2024年11月25日

普通株式 348,100株

（注）当連結会計年度中の自己株式の増加株式数は、取締役会決議による自己株式の取得による増加

505,200株、単元未満株式の買取による増加132株によるものであります。

　　　当連結会計年度中の自己株式の減少株式数は、株式消却による減少165,000株、株式交換による

減少24,692株によるものであります。

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金の支払額等

②　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度に

なるもの

(4) 新株予約権に関する事項

　当事業年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していない

ものを除く）の目的となる株式の種類及び数

８.税効果会計に関する注記

　繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金、退職給付引当金、未払事業税等

の否認等であります。

９.関連当事者との取引に関する注記

(1) 子会社

　株式会社セラクビジネスソリューションズ及び株式会社セラクＣＣＣについて

「役員及び個人主要株主等」に記載しております。
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種類 会 社 等 の

名 称

又は氏名

議決権等の

所有

（被所有）

割合(％)

関 連 当

事 者 と

の 関 係

取 引 の

内 容

取 引

金 額

( 千 円 )

科 目 期 末

残 高

(千円 )

役員及びそ

の近親者が

議決権の過

半数を所有

している会

社等（当該

会社等の子

会 社 を 含

む）

株式会社セ

ラクビジネ

スソリュー

ションズ

（所有）

直接

100.0

役 員 の

兼任

業 務 の

受託

業 務 の

委託

業務受託料

の受取

（注１）

17,340 未収入金 5,496

外注費の支

払

（注１）

86,483 買掛金 8,219

業務委託料

の支払

（注１）

18,026 未払金 2,103

株式会社セ

ラクＣＣＣ

（所有）

直接

100.0

役 員 の

兼任

業 務 の

受託

当 社 従

業 員 の

出向

業 務 の

委託

業務受託料

の受取

（注１）

240,177 未収入金 50,120

売掛金 2,235

出向者人件

費等の受取

（注１）

1,866,853 未収入金 314,751

外注費の支

払

（注１）

17,151 買掛金 2,653

システム開

発に関する

委託

（注１）

78,662 未払金 5,817

役員 宮崎龍己 （被所有）

直接

41.4％

代 表 取

締役

自己株式の

取得

（注２）

341,246 ― ―

宮崎浩美 （被所有）

直接

8.3％

専 務 取

締役

自己株式の

取得

（注２）

58,671 ― ―

(2) 役員及び個人主要株主等

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

 １．業務内容及び発生コスト等を勘案し、決定しております。

 ２．自己株式の取得は、自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）により取得しており、取引金額は取引

前日の株価終値によるものであります。

－ 53 －



2024/10/28 10:47:09 / 24118395_株式会社セラク_招集通知_電子提供措置用

個別注記表

１株当たり純資産額 539円43銭

１株当たり当期純利益 96円24銭

１０.収益認識に関する注記

　連結計算書類「連結注記表（収益認識に関する注記）」の内容と同一であるた

め、記載を省略しております。

１１.１株当たり情報に関する注記

１２.重要な後発事象に関する注記

　連結計算書類「連結注記表１１．重要な後発事象に関する注記（株式給付信託

（J－ESOP）の導入及び第三者割当による自己株式の処分)」の内容と同一であるた

め、記載を省略しております。

１３.その他の注記

　連結計算書類「連結注記表１２．企業結合に関する注記」の内容と同一であるた

め、記載を省略しております。
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独立監査人の監査報告書

EY新日本有限責任監査法人
東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 吉 川 高 史

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 清 野 　 竜

2024年10月25日

株式会社セラク
取締役会　御中

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社セラクの2023年９月１日から
2024年８月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算
書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、株式会社セラク及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間
の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会
社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人
は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容
を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロ
セスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当
監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお
いて、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相
違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤
りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計
算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成する
ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬
による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立
場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生す
る可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理
的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク
に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監
査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入
手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関し
て重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が
認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重
要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外
事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監
査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可
能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及
び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価
する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分か
つ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関
して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程
で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められてい
るその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規
定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要
因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するための
セーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載
すべき利害関係はない。

以　上
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独立監査人の監査報告書

EY新日本有限責任監査法人
東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 吉 川 高 史

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 清 野 　 竜

2024年10月25日

株式会社セラク
取締役会　御中

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社セラクの2023年９月１日
から2024年８月31日までの第37期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について
監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正
に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載
されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立してお
り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容
を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロ
セスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監
査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい
て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違が
あるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの
兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

会計監査人の監査報告書

－ 57 －
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成すること
が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基
づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬に
よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場
から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可
能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見
込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク
に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に
関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して
重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認
められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な
不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意
見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に
基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内
容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程
で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められてい
るその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規
定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要
因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するための
セーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以　上

－ 58 －
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監　査　報　告　書

　当監査役会は、2023年９月１日から2024年８月31日までの第37期事業年度における取締役の職務
の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以
下のとおり報告いたします。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につ

いて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従
い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の
整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について
報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所に
おいて業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及
び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集に努めるとともに、その職務の執行状況について報
告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた
めの体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要
なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会
決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役
及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を
求め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証する
とともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」
（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議
会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連
結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたし
ました。

監査役会の監査報告書
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２. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているもの
と認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認め
られません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統
制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項
は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

株式会社セラク　監査役会

常勤監査役 吉 本 寿 樹 ㊞

社外監査役 芹　沢　俊太郎 ㊞

社外監査役 勝 呂 和 之 ㊞

2024年10月25日

　

以　上
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剰余金処分議案

当社普通株式１株につき 金13円00銭

総額 175,727,890円

株主総会参考書類

議案及び参考事項

議案　剰余金の処分の件

　当期の期末配当につきましては、経営体質の強化と今後の事業展開等を勘案

し、内部留保にも意を用いる一方、株主の皆様に対する利益還元も考慮して、下

記のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

(1) 配当財産の種類

金銭といたします。

(2) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

2024年11月25日

以　上
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地図

会 場 東京都新宿区西新宿八丁目17番１号

住友不動産新宿グランドタワー５階

ベルサール新宿グランド

コンファレンスセンター

株主総会会場ご案内図

西武新宿駅西武新宿駅

新宿駅新宿駅

都庁前駅都庁前駅

西新宿駅西新宿駅

新宿西口駅新宿西口駅
大江戸線

新宿税務署

成子天
神社

ファミリー
マート

新宿警察署

住友不動産
西新宿ビル

ベルサール新宿グランド
コンファレンスセンター

（住友不動産新宿グランドタワー内）

セブン
イレブン

ヒルトン
東京

東京医科
大学病院

ハイアット
リージェンシー

東京

新宿住友ホール
・スカイルーム
（新宿住友ビル）

デニーズ

丸ノ内線青梅街道

十二社通り

公園通り

京王プラザ
ホテル

東京都庁

ベルサール西新宿
（住友不動産

西新宿ビル３号館）

ベルサール新宿
セントラルパーク

（住友不動産新宿
セントラルパークビル）

新宿オーク
タワー会議室
（住友不動産新宿

オークタワー）

新宿
中央公園

出光ＧＳ

ＪＲ線

神田川
神田川

淀橋

成子天神下

西口

1

E5

D4

●交通「西新宿駅」１番出口より徒歩３分（丸ノ内線）

「都庁前駅」Ｅ５出口より徒歩６分（大江戸線）

「新宿西口駅」Ｄ４出口より徒歩11分（大江戸線）

「新宿駅」西口より徒歩15分（ＪＲ線・丸ノ内線・大江戸線等）

(お車でのご来場はご遠慮ください)


